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はじめに
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〇 Zホールディングスはメディア、コマース、Fintech、コミュニケーション等あらゆ
る領域のインターネットサービスを提供するデジタルプラットフォーム企業。

〇 昨年4月に施行された改正電気通信事業法により、外国法人にも内国
法人と同一の規律が課せられたことは、日本における電気通信サービスの安
心安全、弊社を含む日本企業と外資プラットフォーム事業者との公平な競争
環境の実現にとって大きな前進。

〇 全てのインターネット利用者のため、官民で連携し、デジタルの力で行政・
経済・社会全体のデジタルトランスフォーメーションを推進し、日本経済の発展
及び社会課題の解決に引き続き貢献して参りたい。



沿革
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1996年1月にヤフー株式会社として設立。

2019年10月1日に持株会社体制に移行し、現在の社名に変更。

〇 2021年3月1日、LINE株式会社と経営統合。

〇 連結子会社数137社（2021年9月末時点）

〇 企業ミッション:UPDATE THE WORLD

情報技術のチカラで、すべての人に無限の可能性を。

〇 企業ビジョン :人類は、「自由自在」になれる







直近の業績
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通期決算（FY2020は最後１か月間のみLINE統合後、FY2021目標はLINE込）

FY2019 FY2020 FY2021（目標）
売上収益 1.05兆円 1.20兆円 1.52～1.57兆円
営業利益 1,522億円 1,621億円 n.a.

調整後EBITDA(※) 2,481億円 2,948億円 3,030～3,130億円

（※）調整後EBITDA＝営業利益+減価償却費及び償却費±営業収益・費用の内、非経常かつ非現金の取引損益

（参考）Alphabet社の業績

FY2019 FY2020 FY2021（TBD）
売上収益 約17兆円 約19兆円 TBD
営業利益 約3兆6千億円 約4兆2千億円 TBD





政府への要望
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日本に本社を置くデジタルプラットフォーマーとして、日本社会のデジタル化に
貢献しつつ、巨大外資プラットフォーマーとの公平公正な競争環境を整えていた
だくとともに、行政DX化やデジタル人材の活用を促進していただきたい。

① 外資プラットフォーマーに対する規律の公平な適用と執行

② デジタル分野の経済安全保障の確保につながる施策の実施

③ 行政サービスのDX化とデジタル人材活用のための制度整備







ご静聴ありがとうございました。


